
「すくすくサポート・プロジェクト」について

資料２

平成27年12月21日
「子どもの貧困対策会議」決定



児童虐待防止対策の検討に関する経緯

♦児童虐待防止対策に関する副大臣等会議

児童虐待の発生予防等について、政府全体として効果的な対策を講じるため、官邸におい
て副大臣等会議を立ち上げ。

H26.8
～H26.12
（全４回）

♦児童虐待防止対策のあり方に関する専門委員会

児童虐待防止対策に関する副大臣等会議で示された課題を、厚生労働省において並行して
検討。

♦児童虐待防止対策のあり方に関する専門委員会で報告書をとりまとめ

♦「児童虐待防止対策強化プロジェクト（施策の方向性）」をとりまとめ（副大臣等会議）

♦新たな子ども家庭福祉のあり方に関する専門委員会

子ども家庭福祉のあり方について包括的に検討するとともに、児童虐待の発生予防から自
立支援までの一連の対策の更なる強化について検討。

♦「すくすくサポート・プロジェクト」 （すべての子どもの安心と希望のプロジェクト）
を決定（子どもの貧困対策会議）

♦新たな子ども家庭福祉のあり方に関する専門委員会で報告（提言）をとりまとめ

H26.9
～H27.8
（全12回）

H27.8.28

H27.9
～H28.3
（全5回）
（WG各4回）

H27.12.21

H28.3.10

H28.3.29 ♦児童福祉法等の一部を改正する法律案 提出
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「すくすくサポート・プロジェクト」
(すべての子どもの安心と希望の実現プロジェクト)(注)（平成２７年１２月２１日「子どもの貧困対策会議」決定）

○経済的に厳しい状況に置かれたひとり親家庭や多子世帯が増加傾向にあり、自立支援の充実が課題。
○児童虐待の相談対応件数は増加の一途。複雑・困難なケースも増加。

８月２８日 ひとり親家庭・多子世帯等自立支援策及び児童虐待防止対策の「施策の方向性」をとりまとめ
→年末を目途に財源確保も含めた政策パッケージを策定

○就業による自立に向けた支援を基本にしつつ、子
育て・生活支援、学習支援などの総合的な取組を
充実

○具体的には、ひとり親家庭が孤立せず支援につな
がる仕組みを整えつつ、生活、学び、仕事、住ま
いを支援するとともに、ひとり親家庭を社会全体
で応援する仕組みを構築

【主な内容】
◇自治体の窓口のワンストップ化の推進
◇子どもの居場所づくりや学習支援の充実
◇親の資格取得の支援の充実
◇児童扶養手当の機能の充実 など

Ⅰ ひとり親家庭・多子世帯等自立応援プロジェクト

○児童虐待について、発生予防から発生時の迅速・
的確な対応、自立支援まで、一連の対策を更に強
化。

【主な内容】
◇子育て世代包括支援センターの全国展開
◇児童相談所体制強化プラン（仮称）の策定
◇里親委託等の家庭的養護の推進
◇退所児童等のアフターケア など

Ⅱ 児童虐待防止対策強化プロジェクト

すくすくサポート・プロジェクト

施策を着実に実施するとともに、平成２８年通常国会に児童扶養手当法改正案及び児童福祉法等改正法案の提出を目
指す。
※施策の実施に当たっては、官・民のパートナーシップを構築し民間の創意工夫を積極的に活用。
※行政が未だ実施していない事業を民間投資によって行い、行政がその成果に対する対価を支払うといった手法等の先駆的な取組も幅広く参考。

（注）「すべての子どもの安心と希望の実現プロジェクト」の愛称を「すくすくサポート・プロジェクト」と決定（平成28年２月23日） 2



Ⅱ 児童虐待防止対策強化プロジェクト（課題と対応）

対 応

① 児童虐待の発生予防

② 発生時の迅速・的確な対応

③ 被虐待児童への自立支援

子育て世代包括支援センターの全国展開
支援を要する妊婦の情報の確実な把握
孤立しがちな子育て家庭へのアウトリーチ支援 など

「児童相談所体制強化プラン」（仮称）の策定
市町村の要保護児童対策地域協議会の機能強化 など

里親委託等の家庭的養護の推進
退所児童等のアフターケア など
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官・民のパートナーシップを構築し、民間の創意工夫を積極的に活用しながら、発生
予防から自立支援までの一連の対策を強化
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児童相談所における

児童虐待相談対応件数

児童福祉司数

88,931件

7.6倍

2.3倍

① 家庭・地域における養育力が低下し、子育ての孤立化や不安・負担感が増大

② 児童虐待の相談対応件数は増加の一途であり、複雑・困難なケースも増加

③ 児童相談所等の体制・専門性や、地域の関係機関の連携が不十分

④ 社会的養護を必要とする児童は、自立に時間を要する場合が多い

現状・課題
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児童虐待の発生予防

１ 妊娠期から子育て期までの切れ
目ない支援

○子育て世代包括支援センターの
全国展開

○母子保健事業との連携強化

○支援を要する妊婦の情報の確実
な把握

○施設を活用した妊婦への幅広い
支援の在り方検討

2 孤立しがちな子育て家庭へのア
ウトリーチ

○乳児家庭全戸訪問事業・養育支
援訪問事業を全市町村での実施

○低所得の妊婦に助産を行う助産
施設や児童相談所全国共通ダイヤ
ル(189)の更なる周知 等

発生時の迅速・的確な対応

１ 児童相談所の体制整備

○児童相談所体制強化プランの策定

２ 市町村の要保護児童対策地域協議会
の機能強化

○市町村による要対協の設置
○要対協調整機関への専門職配置 等

４ 児童相談所等における迅速・的確な
対応

○関係機関等による調査協力
○臨検・捜索手続の簡素化
○司法関与の在り方の見直しの検討

等

５ 適切な環境における児童への対応

○里親等への一時保護委託推進 等

被虐待児童への自立支援

１ 親子関係再構築の支援

○施設退所時の助言等

２ 里親委託の推進

○里親支援を都道府県業務として
位置付け、民間委託推進 等

４ 施設入所等児童への自立支援

○児童家庭支援センターの相談機
能の強化
○自立援助ホームの支援対象者の
拡大
○18歳に達した者に対する継続的
な自立支援の在り方検討 等

３ 養子縁組の推進

○児童相談所による養子縁組推進

○育児休業の対象拡大 等

Ⅱ 児童虐待防止対策強化プロジェクト（全体像）

３ 関係機関における早期発見と適切な
初期対応

○学校へのＳＳＷ配置、研修の充実 等
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○子育て世代包括支援センターの全国展開

子育て世代包括支援センターを法定化し、同センターを核として、地域の関係機関と連携しなが
ら、妊娠期から子育て期までの切れ目ない支援を提供する仕組みを全国展開。

⇒平成32年度末までに、地域の実情等を踏まえながら、子育て世代包括支援センターの全国展開を目指す。

○母子保健事業との連携強化

母子保健事業が児童虐待の発生予防や早期発見に資するものであることを、法律で明確化。

○支援を要する妊婦の情報の確実な把握

支援を要する妊婦を把握した病院等は、市町村に対して通知するよう努めるものとする。

○助産所等の施設を活用した妊婦への幅広い支援の在り方について、引き続き検討。

妊娠期から子育て期までの切れ目ない支援

○子育て家庭へのアウトリーチ支援

乳児家庭全戸訪問事業（生後４か月までの乳児のいる全家庭を訪問）を全市町村で実施。養育支援
訪問事業（支援が特に必要な親子への相談・助言）についても、全市町村での実施を目指す。訪問型
家庭教育支援を推進。

⇒平成31年度までに、全ての市町村において、乳児家庭全戸訪問事業を実施する。
⇒平成31年度までに、全ての市町村において、養育支援訪問事業を実施することを目指す。
⇒平成31年度までに、訪問型家庭教育支援を行う家庭教育支援チーム数等（283チーム）を増加させる。

○助産施設等の更なる周知

低所得の妊婦に助産を行う助産施設や児童相談所全国共通ダイヤル(189)について更に周知。

孤立しがちな子育て家庭へのアウトリーチ

児童虐待防止対策強化プロジェクト①
児童虐待の発生予防
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○児童相談所の体制強化

「児童相談所体制強化プラン」（仮称）を策定し、児童福祉司、児童心理司、保健師等の配置の充
実や、子どもの権利擁護等の観点からの弁護士の活用等を計画的に実施。

児童相談所の体制整備

○要保護児童対策地域協議会の設置

市町村において、要保護児童対策地域協議会の設置を徹底。

○要保護児童対策調整機関の専門性の向上

要保護児童対策調整機関において、児童福祉司たる資格を有する者等の配置を拡大。
⇒可能な限り早期に、全ての要保護児童対策調整機関において、児童福祉司たる資格を有する者等を配置する。

市町村の要保護児童対策地域協議会の機能強化

児童虐待防止対策強化プロジェクト②

【その他】○要保護児童対策地域協議会の効率的な運営の促進

発生時の迅速・的確な対応

○スクールソーシャルワーカー・スクールカウンセラーの配置充実、これらの外部の専門家や教職員に
対する研修の充実
⇒平成31年度までに、スクールソーシャルワーカーを全ての中学校区（約１万人（予算ベース））に配置する。
⇒平成31年度までに、スクールカウンセラーを全公立小中学校（27,500校）に配置する。

関係機関における早期発見と適切な初期対応
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○関係機関等による調査協力

児童相談所や市町村から資料等の提供を求められた場合、地方公共団体の機関に加え、医療機関、
児童福祉施設、学校等が当該資料等を提供できるものとする。

○臨検・捜索手続の簡素化

再出頭要求を経ずとも、裁判所の許可状により、都道府県が臨検・捜索することを可能とする。

○都道府県や児童相談所による措置への司法関与の在り方の見直しについて、早急に検討

児童相談所等における迅速・的確な対応

児童虐待防止対策強化プロジェクト③

○里親等への一時保護委託を推進。一時保護所について、環境改善、量的拡大、第三者評価を実施

○児童相談所・警察・検察が連携を強化し、個別事例に応じて、被害児童の心理的負担に配慮した面接
等を実施

適切な環境における児童への対応

【その他】
○医療従事者に対する研修の充実、医療機関の要保護児童
対策地域協議会への参加促進

○地域のデータベースや統計調査の整備
○情緒障害児短期治療施設の整備推進、通所指導活用

発生時の迅速・的確な対応
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○施設退所時の助言等

施設入所等措置の解除時等に、第三者による助言や、関係機関による継続的な安全確認等を実施。

親子関係再構築の支援

○都道府県・民間による里親支援の強化

里親支援を都道府県業務に位置付け、民間委託を推進し、里親委託優先の原則を徹底。
⇒平成31年度までに、里親等委託率を22％とする。

○里親家庭に対する訪問事業等の実施

養育支援訪問事業等について、里親家庭も対象であることを明確化。

里親委託の推進

児童虐待防止対策強化プロジェクト④
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被虐待児童への自立支援

○児童相談所による養子縁組の推進

養子縁組の相談・支援を児童相談所業務に位置付け、申し立て前から成立後まで一貫して支援。

○育児休業の対象拡大

育児・介護休業法上の育児休業の対象に、養子縁組里親に委託された者等を追加。

養子縁組の推進

【その他】○養子縁組里親の法定化



○児童家庭支援センターの相談機能の強化

児童家庭支援センターの設置数を拡大。
⇒平成31年度までに、児童家庭支援センターの箇所数を340カ所とする。

○自立援助ホームの支援対象者の拡大

自立援助ホームの支援対象者について、22歳の年度末までの間にある大学等就学者まで拡大することを
目指す。

⇒平成31年度までに、自立援助ホームの箇所数を190カ所とする。

○自立支援資金貸付事業の創設

児童養護施設退所者等に生活費（月額５万円）、家賃相当額、資格取得費用（上限25万円）を貸付。

○18歳に達した者に対する継続的な自立支援の在り方について、引き続き検討

施設入所児童等への自立支援

児童虐待防止対策強化プロジェクト⑤

【その他】 ○退所児童等アフターケア事業の実施地域拡大○施設入所等児童に対する自立支援のための職員の配置等

被虐待児童への自立支援
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